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MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数への組み入れ

本指数は、MSCIジャパンIMI トップ700指数構成銘柄の中から、ESGに優れた企業を選別して構成される指数です。本指数は、年金積立管理運用独立行政法人

(GPIF)のパッシブ運用を行う際のESG指数に選定されています。本指数は、定期的にMSCI 社によるESG 格付や時価総額等に基づき構成銘柄の見直しが行われており、

2019年5月の見直しにより、本投資法人が不動産業種において新たに本指数に組入れられました。

本投資法人は、本指数への組入れが、本投資法人の投資口の流動性の向上や更なる投資家層の拡大に寄与するものと考えています。

（注）本投資法人のMSCI指数への組入れや本件お知らせにおける本投資法人によるMSCI社のロゴ・商標・サービスマーク並びに指数の使用は、MSCI社及びその関連

会社による本投資法人へのスポンサーシップ・宣伝・販売促進を企図するものではありません。MSCI指数はMSCI社に独占権があり、MSCI社及びMSCI指数並びにそのロ

ゴは、MSCI社及びその関連会社の商標・サービスマークです。
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・ 相模原田名ロジスティクスセンター
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働き方改革の推進

野村不動産投資顧問では、多様な働き方の促進や業務効率化による労働時間の短縮等を通じて社員の幸せと企業成長の実現を目指しています。

・テレワーク制度 ： 多様な働き方を可能にするべく、2018年より制度化。

2018年9月末迄に、資産運用会社の対象職員全員が制度を利用。

・サテライトオフィス： 業務効率化および労働時間の短縮に向けた取組みとして、

2018年より全従業員が利用可能に。

労働時間の削減

2018年度実績 : ▲90時間

2019年度目標 ： ▲113時間以上（2017年度比）

[全社員平均年間労働時間]

有給取得状況（注1）

＜労働時間削減に向けた主な取り組み＞

・ 社内決裁の電子化

・ フレックスタイムの積極推進

・ 会議室無線LAN導入

・ 労働時間見える化

・ テレワーク体験（対象職員全員実施済） 等

労働時間の見える化

2017年度実績 : 16.3日

2018年度実績 : 16.9日

2019年度目標 ： 15日＋夏季休暇3日（注2）

（注1）2017年度及び18年度実績は、夏季休暇を含めた日数を記載しています。

（注2）有給休暇とは別に夏季休暇制度（3日）を設けています。

その他働き方改革推進施策
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100％
（６回/６回）

100％
（６回/６回）

100％
（６回/６回）

（第6期）
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本投資法人のウェブサイトをご確認ください。（https://www.nre-mf.co.jp/ja/about/officer.html）

https://www.nre-mf.co.jp/ja/about/officer.html
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資産投資部
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本資産運用会社は、法令・諸規則の遵守状況の確認、利害関係人等との取引等について審議する機関としてコンプライアンス委員会を設置しています。

なお、コンプライアンス委員会の委員には、社外の弁護士２名指名されており、社外委員として委員会に出席します。いずれも本資産運用会社及びスポンサー企業グ

ループと利害関係のない第三者です。このようなコンプライアンスに精通した独立の第三者によるチェック体制があるため、コンプライアンスの遵守の実効性が確保されると考

えています。

41



42



43



44



45



46



47



48




